
鹿島市地域再生可能エネルギー会社選定業務に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  本実施要領は、鹿島市地域再生可能エネルギー会社選定業務（以下「本業務」という。）に係

る企画提案を実施するにあたり、参加事業者が仕様等を十分に理解し、適切に履行し得る技術力

を有しているかを審査することを目的として、鹿島市公募型プロポーザル方式実施要綱に基づき

必要な事項を定めるものである。 

 

２ 概要  

⑴ 事業の背景  

鹿島市は、「ゼロカーボンシティ宣言」及び「カーボンニュートラル戦略」に基づき、２０５

０年カーボンニュートラルの実現を目指している。その取組の一環として、再エネの地産地消と

地域課題解決を図るため、地域再生可能エネルギー会社（以下、「地域再エネ会社」）の設立を

進めている。 

⑵ 事業の目的  

市内企業と作る地域再エネ会社により、地域の再生可能エネルギーを活用し、域外流出してい

るエネルギー代金の地域内循環、収益を活用した地域への貢献と地域脱炭素化を併せて実現する

ことを目的とする。  

 

３ 業務内容 

本業務の詳細な内容及び役割分担は、別添「仕様書」によるものとする。 

 

４ 応募条件  

⑴ 応募要件  

① 応募者は、市内に令和７年４月段階で本社登記をしている単独企業又は市内に本社登記を

している企業を含む複数企業によるグループとする。  

② グループの構成員は、国内資本比率が過半を占める日本国内の事業者とする。 

③ 応募する際は、市内に本社登記をしている企業を代表事業者とする。代表事業者は、本市

との連絡窓口となり、事業遂行の責を負うものとする。  

④ グループは、すべての構成員を明示し、その役割分担を明確にすること。 

⑤ 当該応募に際し構成したグループに他の応募案件グループ構成員が含まれることは、認め

ない。  

⑥ 提案者は、業務に必要となる市その他の関係機関等との協議、調整などを適切に実施する

能力を有し、諸条件に変更が生じた場合などにおいて柔軟な対応ができる者とする。 

 

⑵ 応募者の参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる基準をすべて満たす者とする。ただし、協定締

結日までの間に当該参加資格要件を満たさなくなった場合は、その時点で失格とする。 



① 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当しない者である

こと。 

② 会社更生法(平成１４年法律第 154号)に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法(平成

１１年法律第２２５号)に基づく再生手続開始の申立て又は破産法(平成１６年法律第７５

号)に基づく破産手続き開始がなされていないものであること。 

③ 協定締結までの間に、「鹿島市建設工事等請負・委託契約に係る指名停止等の措置要領」

その他の国、地方自治体の規定に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

④ 納税すべき国税及び地方税の滞納が無いこと。 

⑤ 鹿島市暴力団排除条例（平成２４年鹿島市条例第１０号）第２条第１号に規定する暴力

団、同条 2号に規定する暴力団員又は同条３号に規定する暴力団員等ではないこと。 

 

５ 提案条件  

市は需要家として、市有施設について可能な範囲で地域再エネ会社に電力契約を切替えることを

前提とし、事業者は令和１２年度に小売電気事業移行の可否審査を受けることを想定する。 

⑴ 令和８年３月を目途に地域再エネ会社または地域再エネ部門を設立し、令和８年４月から電

力取次を開始できるよう、必要な手続きを完了させること。設立形態は、新会社設立でも既存

会社の部門設置でも差し支えない。ただし、代表申請者が中心となって設立すること。 

⑵ 事業の詳細な内容及び役割分担は、別添「仕様書」によるものとする。 

⑶ 事業開始後は、年１回以上の事業評価を行い、供給実績・収支・地域貢献等を市へ報告する

こと。 

⑷ 協定の有効期間は原則５年間とし、期間満了後は、互いに協議のうえ、原則として次期期間

へ継続するものとする。 

⑸ 制度改正、電力市場価格変動、設備不具合等のリスク分担については仕様書に定めるとおり

とする。 

 

６ 市の協力事項  

⑴ 電力取次に関して  

市は、市有施設について、可能な範囲で地域再エネ会社に電力契約を切替える。 

⑵ 普及啓発事業に関して  

市は協働で事業を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 実施スケジュール 

内容 日程・期限 

手続開始の公告（公募開始） 令和７年１２月５日（金） 

説明会 令和７年１２月９日（火） 

仕様書等に関する質問表の提出期限 令和７年１２月１１日（木）１７時まで 

〃     への回答 令和７年１２月１２日（金）まで随時 

参加申請書の提出期限 令和７年１２月１５日（月）１７時まで必着 

参加資格確認結果通知書送付（提案者の決定） 令和７年１２月１７日（水） 

企画提案書等の提出期限 令和８年 1月８日（木）１７時まで必着 

書類審査 令和８年 1月１５日（木） 

ヒアリング 令和８年１月２２日（木）予定 

審査結果通知発送及び公表 令和８年１月２６日（月）予定 

協定の締結 令和８年２月上旬 予定 

 

８ 手続き等 

⑴ 問い合わせ 

  〒８４９－１３１２ 佐賀県鹿島市大字納富分２６４３番地１ 

   鹿島市役所 政策総務部 ゼロカーボン推進室 

（tel）０９５４－６８－０１４０ (FAX)０９５４－６３－２１２９ 

（ﾒｰﾙ）zerocarbon@city.saga-kashima.lg.jp 

⑵ プロポーザル実施要領等の入手方法 

実施要領・仕様書・参加申請書等は、公告の日から鹿島市ホームページに掲載する。

(https://www.city.saga-kashima.lg.jp/) 

 ⑵の２ 説明会の実施 

  本事業に関する説明会を次のとおり実施する。 

  ① 開催日時 令和７年１２月９日（火）１０：００～１１：３０ 

  ② 開催場所 鹿島市役所第２庁舎 新世紀センター２階会議室 

  ③ 参加対象 本プロポーザルへの参加を検討する事業者 

  ④ 申込方法 会社名・参加人数を記載し、令和７年１２月８日（月）17時までに電子メール

で申し込むこと 

  ⑤ その他  説明会で配布した資料及び質問回答は、市ホームページに掲載する。 

⑶ 仕様書等に関する質問表（様式５）の提出期限、提出場所及び提出方法 

① 提出期限 令和７年１２月１１日（木）１７時まで必着 

② 提出場所 鹿島市役所 ゼロカーボン推進室 

③ 提出方法 電子メールで提出 

⑷ 質問表（様式５）に対する回答 

令和７年１２月１２日（金）までに鹿島市ホームページにて回答を公表する。 



⑸ 参加申請書（様式 1）・参加申請同意書（様式２）・参加資格要件確認書（様式３）の提出

期限、提出場所及び提出方法 

① 提出期限  令和７年１２月１５日（月）１７時まで必着 

② 提出場所  鹿島市役所 ゼロカーボン推進室 

③ 提出方法  持参または郵送で提出 

※ なお、参加資格確認後に参加を辞退する場合は、速やかに辞退届（（様式４）を提出すること。 

⑹ 参加資格確認結果通知書送付（提案者の決定） 

令和７年１２月１７日（水）までに電子メールで通知する。 

⑺ 企画提案書（様式６）等の提出期限、提出場所及び提出方法 

① 提出期限  令和８年 1月８日（木）１７時必着 

② 提出書類 

   ア 企画提案書（様式６） 

   イ 直近３期分の決算書、勘定科目内訳書及び法人税申告書一式 

③ 提出場所  鹿島市役所 ゼロカーボン推進室 

④ 提出方法 

   持参又は郵送（簡易書留等、提出状況を確認できる方法を推奨）とする。 

 

９ 優先交渉権者の選定方法等 

⑴ 審査は、一次審査を書類審査、二次審査でヒアリングを実施する。 

⑵ 提出された企画提案書等を「１０ 評価基準等」に定める基準に基づき選考委員会により審

査し、合計点が最も高い者を優先交渉権者として選考する。なお、同点の場合は選定委員会に

て協議の上、決定する。 

⑶ 審査結果は、令和８年１月２６日（月）（予定）に応募者全員に対して電子メールで通知す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０ 評価基準等 

⑴ 審査は、次に示す観点から、総合的に公平かつ客観的な審査を行うものとする。 

評価項目 評価基準 配点 計 

事業実績 鹿島市内での事業の実績はあるか（業種は問わない） ５ ５ 

グループ構成 

地域主体の地域再エネ事業を期待できるグループ構成となっ

ているか 

※単独企業での応募の場合、地域主体の取組として展開する

ための方策があるか 

５ 

１５ 

安定的な運営が期待できる体制となっているか。特に、将来

的な PPA事業や小売電気事業への発展を見据えた体制を有し

ているか 

１０ 

事業目的・コ

ンセプト 

実施要領の趣旨、目的、鹿島市の目指す姿を理解した上での

提案書か 
１０ 

３０ 

事業実施にあたり、鹿島市に対して経済的優位性（コスト妥

当性・費用対効果等）が十分に担保されているか。 
１０ 

市民のための地域再エネ事業となるよう、市民視点に立った

事業目的・コンセプトとなっているか。事業を通じて市や市

民とどのように連携し、どのような地域を目指すのかが明ら

かになっているか 

１０ 

環境貢献事業 環境保全や脱炭素を意識した提案となっているか １５ １５ 

地域貢献事業 
地域課題解決への取組や利益を活用した地域貢献に資する事

業の提案か（将来的につながるか） 
２５ ２５ 

一次審査点

（書類審査） 
一次審査（書類審査）において付与された評価点 １０ １０ 

合  計 １００ 

 

⑵ 最低基準点は、総合評価点６０点以上かつ各評価項目の６割以上とする。最低基準点を満た

さない提案者は、原則、選定の対象としない。 

なお、提案者全員が最低基準点を満たさない場合は、選定を行わず決定見送りとする。 

 

１１ 協定締結等 

⑴ 協定締結先 

審査の結果、合計点が最も高い事業者と協定の交渉（提案書等の修正協議を含む。）を行う。

なお、辞退その他の理由で協定締結ができない場合は、次点の事業者と協定締結の交渉を行う。 

 



⑵ 失格要件 

次のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

① 「４-⑵ 応募者の参加資格」を満たさなくなった者 

② 提出書類に虚偽又は不備があった場合 

③ スケジュールに記載している提出期限を過ぎて提出をした場合 

④ 事業の履行が困難と認められるに至った場合 

⑤ 提案者が個別に審査委員と接触をもつなど、審査の公平性を害する行為があった場合 

⑥ その他審査で、本業務の遂行にふさわしくないと認められた場合 

 

１２ 審査結果の通知・公表 

優先交渉権者選定後、参加者全員に選定又は非選定の審査結果を通知する。また、優先交渉権者

と次点者のみ市ホームページで公表する。なお、審査結果及び審査内容についての質問・異議申し

立ては一切受け付けない。 

 

１３ 協定手続等 

選定された優先交渉権者は、市と協定内容、経費等について再度調整を行い、協議が整った場合

に協定を締結する。なお、その者との協定が成立しない場合には、次点者と交渉を行うものとす

る。 

 

１４ その他 

⑴ 用語は『地域再エネ会社』で統一すること。 

⑵ 本実施要項に基づく全ての手続きに関しては、応募者は自らの責任と費用負担によりこれを

行う。 

⑶ 提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された提案書を無効とする。 

⑷ 提出された提案書等は返却しないものとし、鹿島市文書取扱規程に基づき、適切に保管又は

廃棄する。 

⑸ 提出後の書類の差し替えや修正、追加等は認めない。ただし、市から要請があったものにつ

いてはこの限りではない。 

⑹ 提出された企画提案書等は、必要な範囲で複製を作成することがある。 

⑺ 提案書等は、本業務受託候補者の選考以外に提案書の提出者に無断で使用しないものとす

る。ただし、鹿島市情報公開条例に基づき公開する場合には、使用することがある。 

⑻ 応募者が本業務における構成員の検討を行う際の参考資料として、以下の公的機関が公表す

る一覧を示す。 

いずれも任意参照であり、応募者の判断と責任において利用するものとする。 

① 経済産業省資源エネルギー庁 「登録小売電気事業者一覧」ＵＲＬ 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retail

ers_list/ 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retailers_list/
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retailers_list/


② 佐賀県 「令和 7・8年度 佐賀県建設業者施行能力等級表（建設工事）」ＵＲＬ 

   https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00379624/index.html 

 

※ 本参考資料は、応募者による事業者選定の一助とするために提供するものであ

り、当市が特定企業を推薦又は仲介する趣旨のものではない 


